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ことが円滑な輸入を防げるとい う問題が指摘 された。そ して、貿易不均衡の解決 と
ともに輸入貨物の効率的かつ迅速な流通を図るとともに国内産業の振興のための政
策 として1992年7月に 「輸入促進及び対内投資事業の円滑化に関す る臨時措置法」
(以下、FAZ法と称する)を 施行 したのである。










1(社)日 本 港 運 協 会
、 「数 字 で 見 る 日本 の港 湾2002」2002、pp15～16
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従って、本稿では日本のFAZ法の導入による輸入促進 とともに輸入貨物取扱いの
変化および現状 を検討 し、港湾の輸入促進地域 における輸入貨物の円滑な流通に視
点をおいてFAZについて考えてみたいのである。
2.輸 入促 進地域 の現状
1)FAZ法制定の背景
輸入促進に関する政策は、1980年代から引き続いた米国と日本貿易の不均衡およ
び 日本の貿易不公正により日米通商摩擦が生 じて米国の 日本に対 しての市場開放要
































出所:石 井 一 生著 、『日本 の貿易55年』 日本 貿易振 興会、2000年、pp301～304























通加工施設 とともに施設を利用する卸 ・小売業者、運輸業者などの行 う輸入関連事























































































































3.輸 入製 品 にお ける輸 入促進 地域
1985年以降、 日本の輸入促進事業の推進および円高の影響による日本企業の海外
進出の増加にともない国内産業構造 同様に貿易構造 も変化 した。1990年代以降の引
き続 く円高による日本内生産の製品の国際競争力の低下および東アジア諸国の技術
向上により製品、半製品 と逆輸入製品の輸入が持続的に増加 した。 このよ うな輸入






















事業に積極的に取 り組み押 し進めている。 しか し、ハー ド側面の改善とともに高い
港湾利用料金、簡素な輸入貨物手続きなどソフ ト側面での改善を早めに行わなけれ






地域名 承認年月 FAZ施設の整備 と岸壁の整備の整合状況 岸壁の整備状況
青森 県 ・ 1996年3月 外国貿易による輸入貨物を取 り扱 うた 2000年に八太郎
八戸港 めに必要 とされる水深10m以上の岸壁 埠頭に多目的外
が8バー ス、八戸港貿易セ ンターお よ 国貿易ター ミナ
び八戸港国際物流ター ミナルを開業 ルを整備
宮城 県 ・ 1995年3月 港湾)水 深12m岸壁1バー スを始 め、 外貿 コンテナに
塩釜港 ・ 外国貿易による輸入貨物を取 り扱 うた 対応可能な14m
仙台空港 めに必要 とされる水深10m以上の岸壁 岸壁1バース
9バー ス 、2000年に仙 台 ビ ジネ ス サ ポ ー
トセ ンターが開業
空 港)滑 走 路2,500m、3,000m延長
茨城県 ・ 1990年8月 輸入促進基盤整備事業は港湾の整備状
常陸那珂港 況に合わせて段階的に実施を進めてい
る
川崎市 ・ 1994年3月 水深10m以上の岸壁 が15バー ス 、大 水
川崎港 深14m、1バ ー ス の整 備 に合 わせ て1998
年に川崎FAZ物流センターが開業
横浜市 ・ 1994年3月 既存の施設 を始め、水深lOrn以上47バー 2001年に 、 水 深
横浜港 ス とともに、1998年に横浜港物流セ ン 15m岸壁1バ ー
タ ー 、1999年に横 浜 ワー ル ドポ ー タ ー ス 、 水 深16m岸
ズが開業 壁バース
新潟県 ・ 1996年8月 大型 外貿 コンテナ埠頭 の水深14m、1
新潟港 バー スの整備 を始め、水深10m以上10
バースとともに定温 ・薫蒸保管施設が
開業




舞鶴港 1995年3月 水 深10m以 上 の 岸 壁 が5バ ・一 ス 、1997
年倉庫施設が開業
大阪市 ・ 1993年3月 水深10m以上岸壁 が60バー ス 、大 阪 港 1990年、1991年
大阪港 はコンテナ埠頭を始め、ライナー埠頭 にかけて水深15
などの港湾施設や トラックター ミナル m岸 壁2バ ー ス
の整備、南港航空貨物ター ミナルの整 を整備
備が進み、海陸空の物流拠点 として機
能 を整備 す る とともに1994年、1995年
にアジア太平洋 トレー ドセ ンター
ワール ドトレー ドセ ンター ビルが開業
神戸市 ・ 1993年3月 水深10m以上の岸壁が90バー ス、 関西
神戸港 国際空港 と神戸港をむすび海上アクセ
スの基地 として六甲アイ ラン ドに1994
年に神戸航空貨物ター ミナルを開業、
食品輸入の増加に対応する1995年冷蔵










鳥取県 ・ バー ス、境港貿易セ ンター物流倉庫、
境港 夢みなとタワーを開業
山 口県 ・ 1994年3月 水 深10m以 上 の 岸 壁 が8バ ー ス 、1994
下関港 年には低温倉庫施設 、1996年に山 口県
国際総合センターが開業
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高知県 ・ 1995年3月 水深7.5m以上の岸壁が8バース、水深
高知港 14rnが1バー ス 、 水 深12m岸 壁 が1バ ー
ス1998年に高知新港輸入物流セ ンター
が開業
北九州市・ 1993年3月 水 深10m以 上 の 岸 壁 が20バー ス 、1996
北九州港 年 に北九州 国際物流セ ンター、1998年
に ア ジア太 平 洋イ ンポー トマ ー ト、
2000年に小倉流通セ ンターが開業 され
た 。
熊本県 ・ 1995年3月 水 深4.5m岸 壁 が2バ ー ス 、 水 深5.5m
熊本港 岸 壁 が3バ ー ス 、7.5m岸 壁1バ ー ス と
ともに熊本物流センターが開業
大分県 ・ 1994年3月 水深10m以上 の岸壁 が5バー スお よび
大分港 大型冷凍冷蔵倉庫 、食品流通加工セン
タ ー が1996年、1998年に 開 業
石川県 ・ 1994年12月2,700m滑走路 、貨物上屋 、国際線貨
小松飛行 物 ター ミナル
機場
大阪府 ・ 1993年3月 滑走路3,500m、生鮮貨物 の輸 入 に対
関西空港 応するためにりんくう国際物流センター
を開業
岡 山 県 ・ 1994年3月 滑 走 路2,000mか ら2,500mに延 長 、 2001年に滑走路
岡山空港 1996年に岡 山空港航 空貨物 ター ミナル 3,000mの整 備
が開業
広島県 ・ 1994年3月 滑走路2,500m、国際物 流セ ンター を 2001年に滑走路
広島空港 開業 3,000m延長 の整i
備
出所:(社)日 本港 運協 会 、 「数 字で見 る港湾2002年」2002年、182p、総務省 の資料 「地域






れほぼ同 じである。つま り、産業や人 口が集中していることから輸入貨物の需要が
大きい①大都市型 と②地方型に分けられ、輸入機能が強化 してお り、すでに輸入貨
物の実績がある③既存機能支援型 とFAZの計画により輸入の拡大が期待 される④新
規開発型および⑤港湾 ・空港の新規開発型 として港 と空港が同時に指定された地域
である。
(1)FAZの類型
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(1)輸入量
政策の施行 による港湾FAZ地域における輸入 量の実績 を見 る と1987年か ら1992年
まで6年 間の平均輸入量が約2億1,042万トンに対 し、政策の施行 後の1994年か ら
11年までの6年 間の平均輸入 量が約2億2,960万トンで9%の 増加 率であるが、港
湾 の非FAZ全体 の増加 率の15%に対 して下回っている。
空港FAZの輸入量 については、142%の増加 率 であ り、空港非FAZの全体 の増加
率 の42%に対 しては大 き く上回ってい る。
(2)輸入額
FAZ政策 の施行前後 にお ける港湾FAZの輸入額 の変化 についてみ る と、1986年か
ら1992年までの平均輸入額 が約9兆2,835億円に対 して、政 策の施 行後 の1994年か
ら1999年までの6年 間の平均輸入額 が約10兆3,224億円で11%の増加率で あるが、
港湾の非FAZ全体の増加率の15%を下回 ってい る。
空港FAZの輸入額 については、69%の増加率 で空港非FAZの全体の増加率 の70%
に対 しては下回っている。
表3-1輸 入量および輸入額の施行前後の比較


















FAZ 121,465 294,468 142 843,536 1,426,231 69
空港非





は若干増加 したもののFAZ地域での輸入が著 しく拡大 した とは言えないのである。
一方、空港FAZ地域の輸入貨物は非FAZ地域 とともに高い増加率を示 して してお り、




輸入貨物流通を目指 して押 し進められたのである。 しか し、輸入製品は、FAZ地域





1990年(日本国際 フ レイ 1998年(ジェ トロ ・物 流 2003年(国土交通省 ・物
トフォ ワー タ ・輸入促進 コス ト比較調査) 流の効率化を目指 して物
のための海外物流調査報 流関係者 に対 してのピア
告書) リング調査)





できる施設や制度を導入 取許可 一コンテナ搬 出入 に時 間
一海 運、海 貨、港湾にお 一保税地域主義の見直し がかかりすぎる
ける総合的な情報管理お 一検査 ・検疫などの他 法 一CYの 慢性的な混乱の
よび手続きにより料金の 令に関する同時並行 解消
適正化、通関業務の電算 一関税納付先行主義の見 一通関手続きの時間延長
化により通関手続きの迅 直 し 一一IT化 を 進 め 、 手 続 き 、
速化 一通関時間の延長 作業などの効率化
丁 湾施設拡充および港 一通関手続きの情報化の 一港湾 サ・一ビスお よび港
湾利用金の低廉化 迅速に拡大実施 湾機能強化
163






出所:社 団法 人JIFFA「輸 入促 進 のた め の海 外 物流 調査 報告 書」1990年、 ジェ トロ、 「物 流
コス ト比較 調 査 」1998年、 国土 交通省 、 「規 制 緩和 に関す る関係 者 の ヒア リング調
査結 果」2003年、 一マ リンタイ ムデー リー ニ ュー ス2003年5月26日、6一月17日～18日





第1に 、ITシステムによる 「大都市型」FAZ地域 と 「地方型」FAZ地域間の輸入
貨物 についての情報を迅速に相互交換ができるように連携をす ることか ら輸入貨物
の円滑な流通を図ることである。
第2に 、 「既存機能支援型」地域のFAZを活性化 させて、港湾利用料の低廉化、
通関手続きの簡素化、ITシステム化 とともに 「新規開発型」ハブ港湾 ・空港 ととも






の納付が留保 されることか ら物流コス トの軽減や リ,_._..ドタイムの短縮などのメ リッ





















の輸入製品の多様多種品、小 口、多頻度出荷 とい う特徴上から荷捌き、高度な保管
施設および効率的な荷役作業時間のためのコンテナター ミナルの弾力的な稼働体制
および効率的な官民の管理運営および簡素な通関手続き並び他法令関連手続きの同
時並行、そ して、現在四つのFAZ(大阪港、松山港、横浜港、川崎港)に 指定 して
いる総合保税地域を他のFAZ地域にも拡大の推進を計ることである。つま り、FAZ
制度の機能を活か し、円滑な輸入貨物流通を実現す ることから低下 している 日本港
湾を活性化 させてこそ国際競争力が生み出されると考えられる。
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